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特長 
●「課題設定力」を徹底的に重視した研修プログラム 

＜自ら課題を設定し、解決方法を模索＞ 

●MRI 研究員の有する豊富な専門知識・経験の習得 

●研修研究員同士のチームワーク、官庁・地方自治体・民間 

企業・学識経験者などとの人的ネットワーク形成 

●ベテラン MRI 研究員によるマン・ツー・マンの指導体制 

●研修成果を踏まえて、地元地域の創生のあり方を考察する

レポート作成  

 

研修研究員制度 研修生募集 
 ～地方創生を実現する人材の育成支援プログラム～ 

 

地方創生の実現のためには、多様な地域資源を活用した新産業の育成やまちのリニューアル、

今後の高齢化社会への積極的な対応などのさまざまなアクションが求められます。そのために

は、地域の未来に想いをもった人々が、地域固有の資源の上に、多様な考え方を積極的に取り

入れ、自ら地域のあり方を考えることが必要です。 

 

三菱総合研究所（MRI）では、昭和 58年（1983年）以来、全国の都道府県、市町村、地域金融機

関等から延べ 400 名以上の職員を研修研究員として受け入れてきました。今般、この研修研究

員制度を活用・拡充して、地方創生のために「自ら課題を設定し、自ら解決方策を模索する」職員

の皆さまを支援するプログラムを開始します。研修研究員の皆さまへの多様な機会の提供やネ

ットワークの構築支援を通じて地方創生を考える材料を提供するとともに、共にその実現に取り

組んでまいります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【MRI 研修研究員制度の概要】 

○研修期間：毎年 4月～翌年 3月までの 1年を目安として運用 

○勤務地  ：MRI 本社（その他就業条件はMRI 社員に準じる） 

○研修プログラム：導入研修、配属本部研修、勉強会、自主研究など 

○費用負担：給料、社会保険料、住居費、赴任・帰任費、通勤交通費などは全て派遣元負担 

       （MRI 用務の出張旅費・日当、業務交通費などはMRI 負担） 
 

【平成 29 年度研修研究員募集スケジュール】 

○1 次募集期間：平成 28 年 7 月～11 月 

ご希望により、平成 28 年 9 月末実施予定の 

自主研究中間報告会の傍聴が可能です。 

○1 次募集分受入可否のご連絡： 

平成 28 年 12 月までにご連絡いたします。 
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ご応募・お問合せ先 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       ※詳しいパンフレットもご用意しております。 

ご希望の方は、上記メールアドレスまでご連絡ください。  

〒100-8141 東京都千代田区永田町 2-10-3 

株式会社 三菱総合研究所 

研修研究員事務局  E-mail：kenshu-s@mri.co.jp 

（研修内容に関するお問い合わせ） 

    政策・公共部門統括室 西宮、田中     電話 03-6705-6030 

（受入条件・派遣手続に関するお問い合わせ） 

       グループ業務部 中村、 人事部 吉川  電話 03-6705-6114 

□地方創生の未来予測サイト  http://sousei.mri.co.jp/ 

＜1983年以来の受入実績：431名＞ 

○都道府県： 

北海道、青森県、福島県、茨城県、群馬県、埼玉県、東京都、神奈川県、山梨県、新潟県、

富山県、福井県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、岡山県、広島県、鳥取県、島根県、 

福岡県、佐賀県、大分県、宮崎県、鹿児島県 

○市区町村： 

美唄市、八戸市、宇都宮市、千葉市、小見川町、長南町、荒川区、武蔵野市、横浜市、 

川崎市、海老名市、掛川市、福井市、 堺市、広島市、福山市、北九州市 

○地方銀行関係： 

常陽銀行、八十二銀行、静岡銀行、百五銀行、福岡銀行、岩手経済研究所（岩手銀行）、 

新潟経済社会リサーチセンター、十六総研（十六銀行） 

○その他： 

日本道路公団、日本中央競馬会、東京消防庁、ほか 

（ご参考）これまでの派遣元 

配属本部研修で選択可能なテーマの例 

■少子化対策・働き方改革 

■地域医療の再構築 

■生活活躍のまち（『日本版 CCRC』（注 1）) 

■教育情報化、大学改革、スポーツ振興 

■6次産業化支援 

■商業活性化 

■訪日外国人観光地域振興 

■海外情報発信 

■空き家管理 

■レジリエント・シティ（注 2）、BCP（注 3） 

■住民合意形成、政策評価 

■地域再生可能エネルギー導入 

■公共施設の総合管理 

■ICT 導入、オープンデータ活用 

■サイバーセキュリティ演習 

注 1）CCRC：健康なときから介護時まで移転することなく安心して暮らし続けることができるシニアコミュニティ。日本版 CCRC では産学公民の連

携により、まちづくり、産業・雇用の創出、税収確保、健康増進・ヘルスケア等の充実まで目指す。 

注 2）レジリエント・シティ：災害等の地域を取り巻く様々な変化を先読みし、迎え撃ち、街を持続的に発展させる総合的なリスクマネジメント。 

注 3）BCP：事業継続計画。災害等に備え、平時に行うべき活動や緊急時における事業継続のための方法、手段等を取り決めておく計画。 
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